
第３号様式（第15条、第17条、第18条関係）

事業者排出‘量削減計画書
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麟当するロにはＩし印を配入してください。特定事業者以外で自主参加される卒業者の方は，レ印の記入は不要です。

「細分類番号」とは，統計法第２条第９項に規定する統計基鋼である日本標鏑産業分類の細分類番号をいいます。

「基率年度」とは，計画期間の前年度又は計画期間の前の三年度の事jig活助に伴う排出の赴又は原単位の数lib[の平均をいいます。
「増減率」とは，基廼年度と比較した計画期間の平均の珊加又は減少の割合をいいます。

□新規□変更

（宛先）京都府知事 平成23年９月27日

住所（法人にあってはｉ主たる事務所の所在地）
広島県福山市曙町二丁目Ｌ２番１５号i７，

氏名（法人にあっては，名称及び代表者の氏名）
株式会社ｉエフ:ピコ
代表取締役ｉ小松剤F安弘

電話，Ｏ８４－Ｌ９５３－Ｕｌ４５

主たる業種 プラスチック製容器製造業’
|細分類番号 ’１ 8１ ９ ’２ 

事業者の区分

；画2条第１項第１号

京都府地球温暖化対策条例施行規則；1.2条第１項第２号又は第３号

；己2条第１項第４号

計画期間 『■（i平成２i'３年ぷ４月から平成２６年１３月まで

基本方針エネルイギー消費効?率の改善'Ｐし生産性向上により０J116％の温室効果ガスの月j減を目指す

計画を推進するた
めの体制

工場長を長とする環境経営， 仁制の股躍下･実施計画の作成と実綴及,び進捗管理システムを構築する

温室

出の
の目

効果ガスの排
実績及び削減
標

温室効果ガスの排出の量

|事業活動に伴う排出の選

|評価の対象となる排出の量

目標の根拠

鍵卒宇慶

(20言22）年度
第１年度

(23）年度
第２年度

<24）'年度
第３年度

(25）年度
増減率

3,0,363ﾄﾝ ２ B17d5写トン 2,7489トン 2,734.2トン －７．９パーセント

２，７８３ ８トン ２ 81765トン 2,74869Ｌトン 20734 ２トン －０．６ パーセント

１日式ニアコンの更新5頁ンプレツ:サーの吐川厩力の抑制､照明設備更新

原単位当たりの温
室効果ガス排出量
等

事業の用に供す

る建築物の用途 原単位の指標

工場
巫業i害団1にｲ半う打償LHの岳

(生産数量:）〃’
亟鍾漏昏耐1に42催ろ對償Ｈ１の岳

（） 

原単位の指標及び目標の根拠

基準年度

(22）年度
第１年度

(23）年度
第２年度

(24)'F年度
第３年度

(25）年度
増減率

l７ｂｉ３０ 17.00 16.90 16；８０ －２．３１パーセント

パーセント

１日式ニアコンの更新S｢＝ンプレヅサーの吐出圧力の抑制、生産条件の変更及び生産効率アップ

重点的に実施する取組の実施計薗

基準年度

(22）年度

45.0 
パー

セント

第１年度

|(23)h年度

６６４０，１１１ビラ 卜

第２年度
(24）年度

84.0ｍｇラ 卜

第３年度

(25)）年度

108.0 
パー

セント

備考

具体的な取組及び
措置の内容

(－２；３）γi年IⅡ度

（２４ )■ｊ年Ｈ度

(２５１）広年)L度

コンプレッナ 戸の吐出圧力の抑制

旧式エア。＄ ，の更新

工場内照明を高効率タイプの照明機器に更新

通勤における自己
の自動車等を使用
することを控えさ
せるために実施し
ようとする措置

措置の内容

上記の措極を採用する理由

末案 患

工場周辺の交通ﾖﾖﾄﾞ情にiよいり実施不可

森林の保全及び整
備，再生可能エネ
ルギーの利用その
他の地球温暖化対
策により削減する
曇

区分

森林の保全及び整備によるもの

府内産の木材の利用によるもの

再生可能エネルギーを利用した電力又
は熱の供給によるもの

グリーン電力証轡等の購入によるもの

温室効果ガス排出量の削減効果分又は温
室効果ガスの吸収効果分の購入によるも
の

合計

第１年度

(23)１年度

！ｒ0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

第２年度

(24）年度
，0.0トン

０ ０トン

050トン

0.0トン

0.0トン

00トン

第３年度

(25）年度

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

0.0トン

備考

地球温暖化対策に
資する社会貢献活
動

空調の最適化（クールピズ､ウオームピズ）を確実に実施し電気量削減を実施しています。

特記事項
食品トビ＝を自主的!q≦積極的'二回収し､戸ニコトレーを製造することで、原材料の使用壁を削減しております。
環塊配Mk設計を行うこどで〈t省資源;（リデニース）化を推進しています｡ゴメし．
また当社では卜iレーリサイクル製品(エコトレー）の生産販売の拡大を図っています。


